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１.全市について過去 10 年間の推移で将来を予測し、地区別に区分し推計した場合      ２.１に加えて、合計特殊出生率と転入超過率が徐々に回復すると仮定し 
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❶元データ……国勢調査。2015（平成 27）年は実績値。2020（令和 2）年以降は予測値。 
❷全市について過去 10 年間の推移で将来を予測……コーホート要因法による。「生残率」と「⼦ども⼥性⽐」と「0〜4 歳性⽐」と「純移動率」を設定し算定。うち「生残率」は、日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計／国⽴社会保障・人口問題研究所）による柏崎市の仮定値。うち「⼦ど

も⼥性⽐」は、平成 27 年を基準年として令和 27 年までの 5 年ごとの推計（よって令和 31 年値は令和 27 年値と同じ）。うち「0〜4 歳性⽐」は、新潟県人口移動調査による。うち「純移動率」は、新潟県人口移動調査により平成 25〜30 年、平成 24〜29 年、平成 23〜28 年の 3 回平均値 
❸全市について合計特殊出生率が徐々に回復すると仮定し将来を予測……現在の 1.51（令和元年時点）が概ね 30 年後の令和 32 年に人口置換⽔準である 2.07 まで回復すると仮定 
❹全市について転⼊超過率が徐々に回復すると仮定し将来を予測……平成 23〜30 年（H23→H28、H24→H29、H25→H30 の変化の平均値）において、20〜24 歳が 25〜29 歳で△0.2018、25〜29 歳が 30〜34 歳で△0.0652、30〜34 歳が 35〜39 歳で△0.0211 という実績値に対して、いず

れも令和 12〜17 年で 0（ゼロ）まで回復すると仮定（以降も 0 のまま） 
❺地区別に区分し推計……地区別の平成 26〜令和元年の実績値（住⺠基本台帳）をもとに、この 6 年間の傾向が将来も続くと仮定しそれぞれ将来を算定。そのうえで、先に予測した全市の将来の各年値に⼀致させ予測値とする。 
❻グラフ・表中の数値の扱い……2025（令和 7）年以降は、総合計画の計画期間に合わせて４年毎の数値を表示する。また、将来値が 100 未満となるものは、表示を省略する（表中は「－」で表示）。 
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